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4 ．条件の充足
準市場が良い公共サービスを提供するためには、いくつかの条件を充たす必要がある。まず、利

用者が供給者をうまく選択し、それが質、応答性、効率性の向上をもたらすためには、多数の供給
者が存在するなどの意味での「競争」があり、利用者が質に関する「情報」を持たなければならな
い。また、公平性を損なわないためには、「いいとこ取り」を防止する必要がある。本章では、障害
者福祉の選択制におけるこれらの条件についての議論や制度を概観し、実態に関する調査・研究を
整理する。

（1）競争
　障害者福祉の選択制に対しては、事業者が競争を行っていなければ、障害者の自由な選択は保障
されないと指摘された（正田2003：133）。選択制を提言した審議会の報告も、利用者の選択を担保し、
サービスの向上や事業の効率化などの効果を実現するためには、障害者プランによってサービスの
供給基盤を整備し、十分な供給を確保することが必要であると述べた（三審議会1999）。しかし、障
害者プランに対しては、財政的な裏付けが示されていないため、目標値が低く、目標達成も困難で
あると批判された（白沢1999：154-5）。また、障害者は高齢者と比べて人口が少なく市場が狭いこと
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などから、営利企業の参入はそれほど期待できないと予想された（峰島2002：208）。
　本節では、障害福祉サービスの計画、財源や、供給量、事業者数、営利企業の参入状況を見た上
で、競争の程度がサービスの利用に与える影響に関する調査・研究を整理する。

①計画
　障害福祉サービスの計画については、制度を概観した上で、策定状況、目標の達成状況を見てい
く。なお、目標値が十分かどうかに関しては、サービスの供給量と利用量の比較として③で述べる。
　第1に、計画に関する制度としては、まず、1993年の障害者基本法（心身障害者対策基本法の改
正）により、政府は障害者基本計画を策定しなければならず、都道府県・市町村は障害者のための
施策に関する基本的な計画（障害者計画）を策定するよう努めなければならないことが定められた
（7条の2）。また、2004年の同法改正により、都道府県・市町村はそれぞれ2004・07年から障害者計
画を策定しなければならないことが定められ（9条）、現在も同様の規定が続いている（11条）。さら
に、2006年施行の障害者自立支援法では、厚生労働大臣の定める基本指針に即して、市町村・都道
府県が障害福祉計画を定め、これらの計画において、サービスの必要量の見込みなどを定めること
とされた（87-89条）。なお、2018年施行の児童福祉法改正により、障害児の通所・入所についても、
市町村・都道府県が障害児福祉計画を定め、通所支援の必要な見込量などを定めるものとされた
（33条の20、33条の22）。
　第2に、計画の策定状況のうち、まず、国の計画については、障害者基本法の施行（1993年12月）
以前（同年3月）に「障害者対策に関する新長期計画」が策定されており（障害者対策推進本部1993）、こ
れが同法に基づく政府の障害者基本計画とみなされた（障害者基本法附則2）（なお、「障害者対策に関
する長期計画」は1982年に策定された（国際障害者年推進本部1982））。1995年には、障害者基本計画の
具体化を図るための重点施策実施計画として、「障害者プラン（ノーマライゼーション7か年戦略）」
（1996 ～ 2002年度）が決定された（内閣府2002：第1編第1部1. ～ 3.）。2003年度からは新しい「障害者基
本計画」（～ 2012年度）とその前期の「重点施策実施5か年計画」（「新障害者プラン」）（～ 2007年度）
が始まり、2008年度からは後期の「重点施策実施5か年計画」（～ 2012年度）が始まった（内閣府2003：
3, 5、同2008：7）。その後も、「障害者基本計画（第3次）」（2013 ～ 17年度）、「障害者基本計画（第4次）」
（2018 ～ 22年度）が策定された（内閣府2014：6、同2018：3）。
　次に、障害者基本法に基づく都道府県・市町村の障害者計画の策定状況は、選択制が導入される
直前の2002年度末には都道府県・指定都市が100％、市町村（指定都市以外）が91％であり、市町村
にも策定が義務化された2007年度の末時点では都道府県・指定都市が100％、市町村（指定都市以
外）が98％だった（内閣府2004：5、同2009：12）。なお、障害者自立支援法・障害者総合支援法に基づ
く都道府県・市町村の障害福祉計画の策定状況は不明であるが、都道府県の計画の目標値の集計結
果が公表されており（厚生労働省2007など）、少なくとも都道府県では作成されていると考えられる。
　第3に、目標の達成状況のうち、まず、国の計画については（表1）、1996 ～ 2017年度の計画を
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障害者プラン（1996～2002年度） 2002年度
目標（約） 実績 達成率（％）

ホームヘルパー（人上乗せ） 45,000 42,722 95
デイサービスセンター（か所） 1,000 1,164 116
ショートステイ（人分） 4,500 4,126 92
精神障害者社会適応訓練事業（人分） 5,000 3,982 80
重症心身障害児（者）等通園事業（か所） 1,300 703 54
授産施設・福祉工場（人分） 68,000 72,552 107
グループホーム・福祉ホーム（人分） 20,000 22,161 111
身体障害者療護施設（人分） 25,000 25,310 101
知的障害者更生施設（人分） 95,000 101,805 107
精神障害者生活訓練施設（人分） 6,000 5,306 88
・出典：内閣府2004：208。

重点施策実施5か年計画（2003～07年度） 2007年度 2005年度
目標（約） 実績 達成率（％）

ホームヘルパー（人） 60,000 110,636 184
デイサービス（か所） 1,600 2,506 157
ショートステイ（人分） 5,600 8,994 161
障害児通園（児童デイサービス）事業（人分） 11,000 15,556 141
重症心身障害児（者）通園事業（か所） 280 245 88
通所授産施設（人分） 73,700 75,357 102
グループホーム（人分） 30,400 34,085 112
福祉ホーム（人分） 5,200 4,567 88
精神障害者生活訓練施設（人分） 6,700 6,085 91
・出典：内閣府2007：256‒7。
・注：2006年の障害者自立支援法の施行によりサービスの体系が変更されたため、実績は2005年

度まで。

重点施策実施5か年計画（2008～12年度） 2011年度
目標（約） 実績（約） 達成率（％）

訪問系サービス（万時間） 522 462 89
日中活動系サービス（万人日分） 825 870 105
児童デイサービス事業（万人日分） 34 49 144
就労移行支援（万人日分） 72 42 58
就労継続支援（万人日分） 277 282 102
短期入所事業のサービス（万人日分） 35 23 66
共同生活援助等事業（万人） 8.0 7.2 90
・出典：内閣府2013：213, 215。
・注：サービス量の目標は2011年度のものが設定された。「共同生活援助等」は共同生活介護を含

む（以下の表でも同じ）。

障害者基本計画（第3次）（2013～17年度） 2017年度
目標（約） 実績（約） 達成率（％）

訪問系サービス（万時間） 720 611 85
日中活動系サービス（万人日分） 1,226 1,166 95
就労移行支援（万人日分） 78 58 74
就労継続支援（A型）（万人日分） 123 137 111
短期入所事業のサービス（万人日分） 38 36 95
グループホーム・ケアホーム（万人） 12 12 94
・出典：内閣府2019。
・注：日中活動系サービスの実績は2016年度。「就労継続支援（A型）」は、雇用契約に基づく就労

が可能である者に対して行うもの（障総法施行規則6条の10）。

表1　国の計画の主な目標の達成状況



　4

表2　都道府県の障害福祉計画の主な目標の達成状況

第1期（2006 ～ 08年度） 2008年度
見込み 実績 達成率（％）

訪問系 居宅介護、重度訪問介護など 量（万時間） 412.2 325.8 79

日中活動系

生活介護 量（万人日分） 201.7 132.9 66
就労移行支援 量（万人日分） 41.5 29.8 72
就労継続支援（Ｂ型） 量（万人日分） 122.1 90.7 74
児童デイサービス 量（万人日分） 28.3 23.8 84
短期入所 量（万人日分） 26.8 18.0 67

居住系 共同生活援助等 量（万人日分） 5.3 4.8 91
施設入所支援 量（万人日分） 6.0 5.2 87

・出典：厚生労働省2007、同2011：34, 36, 38, 40。
・注：「就労継続支援（Ｂ型）」は、雇用契約に基づく就労が困難である者に対して行うもの（障自法施行規則6条の10）。

第2期（2009 ～ 11年度） 2011年度
見込み 実績 達成率（％）

訪問系 居宅介護、重度訪問介護など 量（万時間） 482.1 462.3 96
利用者数（万人） 15.1 15.9 105

日中活動系

生活介護 量（万人日分） 380.0 400.5 105
利用者数（万人） 18.9 20.3 107

就労移行支援 量（万人日分） 60.5 42.0 69
利用者数（万人） 3.0 2.4 80

就労継続支援（Ｂ型） 量（万人日分） 234.8 243.8 104
利用者数（万人） 11.8 13.9 118

児童デイサービス 量（万人日分） 35.9 48.7 136
利用者数（万人） 4.9 7.7 157

短期入所 量（万人日分） 28.0 23.5 84
利用者数（万人） 4.0 3.2 80

居住系 共同生活援助等 利用者数（万人） 8.3 7.2 87
施設入所支援 利用者数（万人） 12.9 11.1 86

・出典：厚生労働省2012。

第3期（2012 ～ 14年度） 2014年度
見込み 実績 達成率（％）

訪問系 居宅介護、重度訪問介護など 量（万時間） 657.2 552.6 84
利用者数（万人） 22.4 19.7 88

日中活動系

生活介護 量（万人日分） 512.9 525.8 103
利用者数（万人） 26.4 26.0 98

就労移行支援 量（万人日分） 70.2 51.9 74
利用者数（万人） 3.9 3.0 77

就労継続支援（Ｂ型） 量（万人日分） 318.1 353.2 111
利用者数（万人） 17.7 19.6 111

短期入所 量（万人日分） 33.3 30.2 91
利用者数（万人） 4.8 4.3 90

居住系 共同生活援助等 利用者数（万人） 10.0 9.6 96
施設入所支援 利用者数（万人） 13.2 13.2 100

・出典：厚生労働省2016：2‒4。

第4期（2015 ～ 17年度） 2017年度
見込み 実績 達成率（％）

訪問系 居宅介護、重度訪問介護など 量（万時間） 720.6 611.1 85
利用者数（万人） 24.9 22.2 89

日中活動系

生活介護 量（万人日分） 577.1 551.6 96
利用者数（万人） 29.6 27.7 94

就労移行支援 量（万人日分） 77.7 57.4 74
利用者数（万人） 4.5 3.4 76

就労継続支援（Ｂ型） 量（万人日分） 412.1 416.4 101
利用者数（万人） 23.3 24.0 103

児童発達支援 量（万人日分） 73.2 79.9 109
利用者数（万人） 9.4 10.5 112

短期入所 量（万人日分） 38.0 36.4 96
利用者数（万人） 5.7 5.4 95

居住系 共同生活援助 利用者数（万人） 12.2 11.5 94
施設入所支援 利用者数（万人） 12.8 13.0 102

・出典：厚生労働省2019b。
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通じて、一部を除き9割以上だった。他方、都道府県の障害福祉計画については（表2）、第1期
（2006 ～ 08年度）がおおむね7 ～ 9割、第2期（2009 ～ 11年度）がおおむね8割以上、第3期（2012
～ 14年度）、第4期（2015 ～ 17年度）がおおむね9割以上だった。
　以上のように、1993年の障害者基本法に基づく国の障害者基本計画（その重点施策実施計画）や、
2006年の障害者自立支援法（現在の障害者総合支援法）に基づく都道府県の障害福祉計画が策定さ
れ、これらの計画ではサービス量の目標（見込み）が設定されている。そして、国の計画はおおむ
ね9割以上、都道府県の計画はおおむね7割以上（近年はおおむね9割以上）、目標が達成されている。

②財源
　障害福祉サービスの財源については、国の補助・負担などの制度を概観した上で、国の予算額の
推移を見ていく。
　第1に、財源に関する制度については、2003年に身体・知的障害者の在宅・施設サービスと障害
児の在宅サービスに選択制が導入された際には、支援費の支給に要する費用は市町村の支弁とし、
国は在宅サービスについては2分の1以内を補助することができ、施設サービスについては2分の1
を負担することが規定されていた（身障法35、37条の2、知障法22、26条、児福法51、53条の2）。なお、精
神障害者については、国が費用の一部を都道府県に補助することができるとされていた（精保法51条）。
　2006年4月に障害者自立支援法が施行され、同年10月に障害児の施設サービスにも選択制が導入
されると、障害者等の在宅・施設サービスの給付費の支給に要する費用の2分の1を国が負担する
ことになった（障自法95条）。2012年4月には障害児の通所サービスに関する規定が児童福祉法に移さ
れ、2013年には障害者自立支援法から障害者総合支援法への改正が施行されたが、国が2分の1を
負担する制度が現在まで続いている（障総法92、95条、児福法53条）。
　第2に、障害福祉サービスに関する国の予算額の推移を見ると（表3）、障害者の訪問・通所と入
所サービスの予算の合計額は、選択制の導入前の2001・02年度は5％前後増加し、選択制が導入さ
れた2003年度は横ばいとなり（予算が不足したため流用・節減により114億円が追加された（厚生労
働省2004a））、2004 ～ 14年度はおおむね10％前後増加し、2015年度以降は5％前後増加した。また、
障害児のサービスの予算額は、2006 ～ 12年度は増減し、2013年度以降は2 ～ 3割ずつ増加してい
る。このように、障害福祉サービスに関する国の予算額はおおむね増加している。

③供給量
　サービスの供給量については、その推移を見た上で、利用量と比較する。
　第1に、供給量の推移のうち、まず、在宅サービスの従事者数については（表4）、2002年以前の
データは見られなかったが、2003年に選択制が導入された後に急増し、2005年までの2年間で居宅
介護が1.4 ～ 1.9倍、デイサービスが1.2 ～ 1.7倍、短期入所が1.1 ～ 1.3倍、地域生活援助が1.7倍と
なった。2006年にサービスの体系が変更された後は、データのある2007年と比べると、2017年には
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就労継続支援（Ｂ型）が11倍、生活介護と就労移行支援が5倍、他は2 ～ 3倍に増加した。
　次に、施設のうち（表5）、まず、障害者施設の定員数は、選択制が導入される前から2006年まで
増加したが、2007年以降はおおむね減少した。また、障害児施設の定員数は、2000年から2008年ま
でおおむね横ばいだったが（2009 ～ 11年は回収率が変動している）、2012年以降はおおむね増加し
ている。なお、国は施設から在宅への移行を進めており、2003 ～ 07年度の重点施策実施5か年計
画からは身体・知的障害者施設の整備の目標値を設定せず、2008 ～ 12年度の重点施策実施5か年
計画からは福祉施設入所者の削減や地域生活への移行の目標値を設定している（内閣府2004：208、同
2007：256-7、同2013：213、同2014：216、同2018：304）。
　第2に、供給量と利用量の比較としては、まず、全国のショートステイ事業所への2012年の調査
（有効回答2,635）によると、稼働率の平均値は45％、中央値は38％だった（大村他2013：40, 46）。他方、
施設の在所率については（表6）、障害者施設はおおむね9割以上であり、障害児施設は9割以上の
ものと9割未満のものがあった。
　以上のように、在宅サービスの供給量は増加し、2012年にはショートステイ事業所の稼働率は5
割以下（他のサービスについては不明）だったが、施設サービスの供給量は必ずしも増加せず、在
所率は9割以上であることも多かった。

表3　障害福祉サービスの国の予算額

年度
金額（億円） 増減率（％）

訪問・通所 入所 （計） 障害児 訪問・通所 入所 （計） 障害児
2000 843 2,174 3,017 ― ― ― ― ―
2001 910 2,201 3,111 ― 8 1 3 ―
2002 1,001 2,302 3,303 ― 10 5 6 ―
2003 1,068 2,236 3,303 ― 7 -3 0 ―
2004 1,226 2,344 3,570 ― 15 5 8 ―
2005 1,520 2,428 3,947 365 24 4 11 ―
2006 1,683 2,492 4,175 518 11 3 6 42
2007 2,233 2,240 4,473 507 33 -10 7 -2
2008 2,497 2,447 4,945 495 12 9 11 -2
2009 2,834 2,237 5,072 478 13 -9 3 -3
2010 3,530 2,189 5,720 557 25 -2 13 17
2011 4,300 2,041 6,342 560 22 -7 11 1
2012 5,429 2,005 7,434 522 26 -2 17 -7
2013 ― ― 8,229 625 ― ― 11 20
2014 ― ― 9,071 840 ― ― 10 34
2015 ― ― 9,330 1,055 ― ― 3 26
2016 ― ― 9,701 1,395 ― ― 4 32
2017 ― ― 10,391 1,778 ― ― 7 27
2018 ― ― 10,997 2,320 ― ― 6 30
2019 ― ― 11,732 2,810 ― ― 7 21

•出典：障害者福祉研究会編2013：23、厚生労働省2013：2、同2018：5、同2019a：3。
・注：短期入所・共同生活の扱いなどの詳細は不明。「―」は数値なし。
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,40
7 

13
9

16
8

児
童

8,3
14
 
12
,78
6 

15
,85
4 

15
4

19
1

通
所

デ
イ
サ
ー
ビ
ス

身
体

4,4
68
 

5,1
94
 

5,3
33
 

11
6

11
9

知
的

2,0
42
 

2,8
56
 

3,4
98
 

14
0

17
1

児
童

2,4
81
 

2,9
26
 

3,5
42
 

11
8

14
3

短
期
入
所

短
期
入
所

身
体

2,5
06
 

2,9
79
 

3,1
80
 

11
9

12
7

知
的

5,5
73
 

6,6
75
 

6,8
45
 

12
0

12
3

児
童

3,6
05
 

4,0
82
 

4,1
12
 

11
3

11
4

共
同
生
活

地
域
生
活
援
助

知
的

3,5
78
 

4,6
88
 

6,0
61
 

13
1

16
9

・
出
典
：
厚
生
労
働
省
施
設
概
況
20
03
：
表
26
、
同
20
04
：
表
22
、
同
20
05
：
表
15
。

・
注
：
指
数
は
20
03
年
＝
10
0。

〈
人
数
〉

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

訪
問

居
宅
介
護

70
,02
1 

56
,06
3 

49
,22
9 

56
,79
9 

68
,43
6 

71
,98
3 

80
,80
1 

93
,49
4 

94
,19
4 

92
,38
6 

99
,93
5 
10
0,3
28
 

重
度
訪
問
介
護

―
13
,68
9 

13
,82
8 

16
,59
0 

20
,23
3 

20
,75
2 

23
,44
6 

33
,05
7 

33
,32
8 

33
,16
6 

34
,90
9 

37
,87
7 

通
所

生
活
介
護

―
11
,29
0 

16
,53
9 

22
,49
1 

26
,85
3 

32
,19
9 

41
,02
1 

44
,30
8 

47
,12
9 

49
,45
5 

53
,51
7 

56
,08
8 

就
労
移
行
支
援

―
2,5
29
 

3,8
26
 

5,5
97
 

6,3
87
 

7,0
34
 

7,3
64
 

9,9
08
 
10
,25
0 

11
,25
2 

12
,04
2 

12
,62
3 

就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）

―
4,8
27
 

7,5
83
 
13
,53
9 

18
,81
7 

24
,84
8 

30
,09
2 

38
,56
9 

40
,82
1 

44
,53
3 

48
,37
9 

52
,98
7 

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

4,7
66
 

4,7
59
 

5,0
48
 

6,2
72
 

7,7
55
 

9,3
27
 

―
―

―
―

―
―

児
童
発
達
支
援

―
―

―
―

―
―

8,1
00
 
11
,29
3 

12
,85
4 

15
,91
2 

22
,12
9 

23
,80
8 

短
期
入
所

短
期
入
所

18
,39
9 

16
,90
8 

15
,23
3 

16
,42
9 

20
,14
4 

17
,99
6 

24
,17
0 

27
,05
6 

28
,22
6 

29
,65
3 

31
,97
1 

32
,56
1 

共
同
生
活

共
同
生
活
援
助
等

7,6
63
 
12
,02
1 

10
,28
2 

16
,41
8 

19
,60
8 

22
,98
4 

24
,40
5 

32
,09
0 

32
,88
9 

35
,27
2 

37
,92
1 

41
,42
8 

〈
指
数
〉

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

訪
問

居
宅
介
護

―
10
0 

88
 

10
1 

12
2 

12
8 

14
4 

16
7 

16
8 

16
5 

17
8 

17
9 

重
度
訪
問
介
護

―
10
0 

10
1 

12
1 

14
8 

15
2 

17
1 

24
1 

24
3 

24
2 

25
5 

27
7 

通
所

生
活
介
護

―
10
0 

14
6 

19
9 

23
8 

28
5 

36
3 

39
2 

41
7 

43
8 

47
4 

49
7 

就
労
移
行
支
援

―
10
0 

15
1 

22
1 

25
3 

27
8 

29
1 

39
2 

40
5 

44
5 

47
6 

49
9 

就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）

―
10
0 

15
7 

28
0 

39
0 

51
5 

62
3 

79
9 

84
6 

92
3 

1,
00
2 

1,
09
8 

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

―
10
0 

10
6 

13
2 

16
3 

19
6 

―
―

―
―

―
―

児
童
発
達
支
援

―
―

―
―

―
―

10
0 

13
9 

15
9 

19
6 

27
3 

29
4 

短
期
入
所

短
期
入
所

―
10
0 

90
 

97
 

11
9 

10
6 

14
3 

16
0 

16
7 

17
5 

18
9 

19
3 

共
同
生
活

共
同
生
活
援
助
等

―
10
0 

86
 

13
7 

16
3 

19
1 

20
3 

26
7 

27
4 

29
3 

31
5 

34
5 

・
出
典
：
厚
生
労
働
省
施
設
概
況
20
06
‒2
01
1, 
20
13
‒2
01
7：
事
業
の
種
類
・
職
種
別
常
勤
換
算
従
事
者
数
、
厚
生
労
働
省
施
設
調
査
20
12
：
閲
覧
表
：
事
業
所
票
：
第
93
表
。

・
注
：
指
数
は
20
07
年
＝
10
0（
児
童
発
達
支
援
は
20
12
年
＝
10
0）
。「
―
」
は
数
値
な
し
。
20
09
年
以
降
は
回
収
率
が
変
動
し
て
い
る
。
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表5　施設の定員数

表6　主な施設の在所率

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
身体障害者更生援護施設（人） 52,780 54,434 56,622 59,178 60,920 62,308 62,818 
知的障害者援護施設（人） 153,885 160,868 168,911 180,320 188,484 195,395 202,167 
精神障害者社会復帰施設（人） 10,200 12,001 15,093 19,016 21,670 24,293 25,542 
（障害者施設　計（人）） 216,865 227,303 240,626 258,514 271,074 281,996 290,527 
（対前年増減率（％）） ― 5 6 7 5 4 3 
障害児施設（人） 45,928 45,745 45,497 44,816 44,988 45,257 45,147 
（対前年増減率（％）） ― -0 -1 -1 0 1 -0

2007 2008 2009 2010 2011
身体障害者更生援護施設（人） 52,362 42,337 31,278 21,091 12,128 
知的障害者援護施設（人） 180,020 153,954 119,402 90,782 50,617 
精神障害者社会復帰施設（人） 19,819 16,373 13,257 10,475 7,572 
障害者支援施設等（人） 15,508 30,329 88,211 114,509 141,048 
（障害者施設　計（人）） 267,709 242,993 252,148 236,857 211,365 
（対前年増減率（％）） -8 -9 4 -6 -11
障害児施設（人） 44,731 44,422 42,337 39,404 43,027 
（対前年増減率（％）） -1 -1 -5 -7 9

2012 2013 2014 2015 2016 2017
障害者支援施設他（人） 202,142 203,324 198,227 195,658 193,122 191,996 
（対前年増減率（％）） -4 1 -3 -1 -1 -1
障害児施設（人） 44,993 45,758 50,947 49,132 51,221 51,940 
（対前年増減率（％）） 5 2 11 -4 4 1
・出典：厚生労働省施設概況2005, 2006, 2011：第3表、厚生労働省施設調査2017：年次推移：表2より作成。
・注：「障害児施設」は、2000～11年は「知的障害児施設」から「情緒障害児短期治療施設」までの合計、2012年以降
は「障害児入所施設（福祉型）」から「児童心理治療施設」までの合計。「身体障害者更生援護施設」（2007～11年）
は「旧身体障害者福祉法による身体障害者更生援護施設」と「障害者更生センター」の合計。「障害者支援施設他」
（2012年以降）は「障害者支援施設等」と「障害者更生センター」の合計。2009～11年は回収率が変動している。

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

障害者
身体障害者更生援護施設 94 93 93 94 93 93 94
知的障害者援護施設 98 98 98 97 97 96 97
精神障害者社会復帰施設 85 88 91 93 97 98 99

障害児
通所 肢体不自由児通園施設 86 80 80 73 81 74 69

知的障害児通園施設 91 92 93 96 96 97 96

入所
肢体不自由児施設 67 64 64 63 59 57 54
知的障害児施設 82 82 83 84 83 84 82
重症心身障害児施設 101 97 97 101 97 95 98

2007 2008 2009 2010 2011

障害者
身体障害者更生援護施設 95 95 96 94 92
知的障害者援護施設 98 99 100 100 101
精神障害者社会復帰施設 97 95 93 88 84
障害者支援施設等 91 94 100 100 93

障害児
通所 肢体不自由児通園施設 66 74 78 80 75

知的障害児通園施設 104 109 114 116 117

入所
肢体不自由児施設 56 60 59 53 53
知的障害児施設 84 86 86 87 87
重症心身障害児施設 95 95 95 96 96

2012 2013 2014 2015 2016 2017
障害者 障害者支援施設等 94 94 94 95 94 94

障害児
通所 児童発達支援センター（福祉型） 126 143 151 168 178 177
入所 障害児入所施設（福祉型） 77 80 76 77 76 76

同　　　　　　（医療型） 48 63 51 51 45 42
・出典：厚生労働省施設概況2004, 2010：第6表、厚生労働省施設調査2017：年次推移：表5、同2000-2017：個別表：
施設票：社会福祉施設等の定員・在所者数（施設の種類別）より作成。
・注：90％以上を太字にした。

（単位：％）
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表
7　
主
な
在
宅
サ
ー
ビ
ス
の
事
業
所
数

〈
数
〉

〈
市
町
村
平
均
〉

20
03

20
04

20
05

20
06

20
03

20
04

20
05

20
06

訪
問

居
宅
介
護

身
体

6,8
02
 

8,5
59
 
10
,20
2 

10
,98
4 

2.
1

2.
7

3.
2

3.
4

知
的

4,5
16
 

5,9
67
 

8,2
62
 

8,9
65
 

1.
4

1.
8

2.
6

2.
8

児
童

3,6
80
 

5,2
09
 

7,4
77
 

8,1
50
 

1.
1

1.
6

2.
3

2.
5

通
所

デ
イ
サ
ー
ビ
ス

身
体

99
6 

1,1
18
 

1,1
67
 

1,4
53
 

0.
3

0.
3

0.
4

0.
4

知
的

58
0 

73
6 

91
3 

1,0
55
 

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

児
童

58
2 

70
8 

88
6 

1,0
92
 

0.
2

0.
2

0.
3

0.
3

短
期
入
所

短
期
入
所

身
体

1,0
10
 

1,1
09
 

1,1
80
 

1,2
75
 

0.
3

0.
3

0.
4

0.
4

知
的

2,3
91
 

2,5
73
 

2,8
11
 

2,6
95
 

0.
7

0.
8

0.
9

0.
8

児
童

1,6
99
 

1,8
88
 

2,1
47
 

2,0
73
 

0.
5

0.
6

0.
7

0.
6

共
同
生
活

地
域
生
活
援
助

知
的

2,8
50
 

3,5
69
 

4,2
39
 

4,7
92
 

0.
9

1.
1

1.
3

1.
5

・
出
典
：
厚
生
労
働
省
施
設
概
況
20
06
：
表
13
。

・
注
：
市
町
村
平
均
は
平
成
の
大
合
併
前
の
20
00
年
4
月
時
点
の
3,2
29
市
区
町
村
（
総
務
省
20
16
）
の
平
均
（
下
表
も
同
じ
）。

〈
数
〉

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

訪
問

居
宅
介
護

11
,67
2 

11
,77
5 

11
,63
0 

12
,63
8 

12
,37
6 

13
,00
0 

19
,87
2 

20
,81
1 

21
,66
7 

22
,42
9 

22
,94
3 

23
,07
4 

重
度
訪
問
介
護

―
10
,39
7 

10
,44
9 

11
,16
9 

10
,91
7 

11
,73
2 

18
,54
7 

19
,37
6 

20
,11
7 

20
,78
6 

21
,05
0 

20
,95
2 

通
所

生
活
介
護

―
1,4
15
 

1,9
22
 

2,5
37
 

2,9
01
 

3,4
14
 

5,5
38
 

5,5
95
 

6,0
84
 

6,4
96
 

6,9
33
 

7,2
75
 

就
労
移
行
支
援

―
60
3 

86
7 

1,2
50
 

1,3
71
 

1,5
57
 

2,5
18
 

2,6
14
 

2,8
58
 

3,1
46
 

3,3
23
 

3,4
71
 

就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）

―
1,2
32
 

1,8
05
 

2,8
91
 

3,5
64
 

4,5
90
 

7,3
60
 

7,9
36
 

8,7
22
 

9,4
31
 
10
,21
4 

11
,04
1 

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

1,0
92
 

1,1
59
 

1,1
37
 

1,3
16
 

1,5
02
 

1,8
16
 

―
―

―
―

―
―

児
童
発
達
支
援

―
―

―
―

―
―

2,8
04
 

2,8
02
 

3,2
58
 

3,9
42
 

4,9
84
 

5,9
81
 

短
期
入
所

短
期
入
所

3,8
49
 

3,4
94
 

3,4
75
 

3,4
87
 

3,4
31
 

3,3
11
 

4,0
43
 

4,3
15
 

4,5
56
 

4,8
33
 

5,0
99
 

5,3
33
 

共
同
生
活

共
同
生
活
援
助
等

5,7
45
 

5,2
33
 

5,2
41
 

6,0
27
 

6,1
67
 

6,4
57
 

8,9
53
 

9,3
52
 

6,4
32
 

6,7
62
 

7,2
19
 

7,5
90
 

〈
市
町
村
平
均
〉

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

訪
問

居
宅
介
護

3.
6

3.
6

3.
6

3.
9

3.
8

4.
0

6.
2

6.
4

6.
7

6.
9

7.
1

7.
1

重
度
訪
問
介
護

―
3.
2

3.
2

3.
5

3.
4

3.
6

5.
7

6.
0

6.
2

6.
4

6.
5

6.
5

通
所

生
活
介
護

―
0.
4

0.
6

0.
8

0.
9

1.
1

1.
7

1.
7

1.
9

2.
0

2.
1

2.
3

就
労
移
行
支
援

―
0.
2

0.
3

0.
4

0.
4

0.
5

0.
8

0.
8

0.
9

1.
0

1.
0

1.
1

就
労
継
続
支
援
（
Ｂ
型
）

―
0.
4

0.
6

0.
9

1.
1

1.
4

2.
3

2.
5

2.
7

2.
9

3.
2

3.
4

児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

0.
3

0.
4

0.
4

0.
4

0.
5

0.
6

―
―

―
―

―
―

児
童
発
達
支
援

―
―

―
―

―
―

0.
9

0.
9

1.
0

1.
2

1.
5

1.
9

短
期
入
所

短
期
入
所

1.
2

1.
1

1.
1

1.
1

1.
1

1.
0

1.
3

1.
3

1.
4

1.
5

1.
6

1.
7

共
同
生
活

共
同
生
活
援
助
等

1.
8

1.
6

1.
6

1.
9

1.
9

2.
0

2.
8

2.
9

2.
0

2.
1

2.
2

2.
4

・
出
典
：
厚
生
労
働
省
施
設
概
況
20
06
：
表
13
、
同
20
09
：
統
計
表
：
第
6表
、
厚
生
労
働
省
施
設
調
査
20
17
：
年
次
推
移
：
表
6。

・
注
：「
―
」は
数
値
な
し
。
20
09
～
11
年
は
回
収
率
が
変
動
し
て
い
る
。
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④事業者数
　事業者数については、全国の事業者数、在宅サービスが実施されている市町村の割合、居住地か
ら事業所・施設までの距離を見ていく。
　第1に、全国の事業者数のうち、在宅サービス事業所の数は（表7）おおむね増加してきた。ただ
し、平成の大合併前（2000年4月時点）の3,229市区町村の平均では、訪問サービスは選択制が導入
された直後（2003年または2005年）から2以上あったが、生活介護、就労継続支援（Ｂ型）、共同生
活援助等が2以上になったのは2011年以降（それぞれ2015、12、11年）であり、就労移行支援、児童
発達支援、短期入所は近年も2未満である。なお、上述のように施設の在所率は9割以上であるこ
とも多かったが、障害児施設のうち在所率が9割未満のものの数を見ると（表8）、都道府県平均で
2未満（施設数が94未満）のもの（肢体不自由児施設）、2前後（同じく94前後）のもの（肢体不自由児
通園施設）、4 ～ 6程度（同じく188 ～ 282程度）のもの（その他の施設）があった。

表8　主な障害児施設の数（在所率が9割未満のもの）
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

通所 肢体不自由児通園施設 85 88 88 93 98 99 99 98 99 99 83 97

入所
肢体不自由児施設 65 65 66 64 63 63 62 63 62 56 56 59
知的障害児施設 272 270 266 259 258 255 254 257 258 253 230 256

2012 2013 2014 2015 2016 2017

入所
障害児入所施設（福祉型） 264 263 276 267 266 263
同　　　　　　（医療型） 187 189 207 200 212 212

・出典：厚生労働省施設概況 2005：第 2表、同 2011：第 2表、厚生労働省施設調査 2017：年次推移：表 1。
・注：2009 ～ 11 年は回収率が変動している。

表9　主なサービスの事業所・施設までの距離、利用との関係
距離（㎞） 利用との関係

在宅

訪問
居宅介護 1.5 ○
重度訪問介護 1.6 ○

通所
生活介護 2.9 無
就労移行支援 4.7 ○
就労継続支援（Ｂ型） 2.5 無

短期入所 短期入所 3.7 ○
共同生活 共同生活援助 3.0 無

施設 施設入所支援 6.1 ×
・出典：筒井・大夛賀2016：4, 7。
・注：「利用との関係」は、「○」は統計的に有意な負の関係あり、「×」は同じく正の関
係あり、「無」は同じく関係なし。
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　第2に、在宅サービスが実施されている市町村の割合については、まず、厚生労働省の調査によ
ると、2004年10月の時点でホームヘルプサービスを実施していた市町村は、身体障害者が83％、知
的障害者が66％、精神障害者と障害児がいずれも49％だった（厚生労働省2005）。次に、全国の市区町
村への2010年度の調査によると、居宅介護、生活介護、児童デイサービス、短期入所を実施してい
た市区町村は84 ～ 94％（それぞれ94、94、84、89％）だったが、人口5千人未満では44 ～ 74％（そ
れぞれ64、74、47、44％）だった（相馬他2011：27-8）。
　第3に、居住地から事業所・施設までの距離については（表9）、訪問サービスは全国平均で約1.5
㎞だったが、通所、短期入所、共同生活、施設サービスは3 ～ 6㎞だった。
　以上のように、在宅サービスの事業所数は増加してきたが、市区町村当たり平均の事業所数は訪
問サービス以外は2未満であることも多く、小規模な市町村では主なサービスが実施されていない
ことも多かった。なお、在所率が9割未満の障害児施設の数は、都道府県平均で2以上であること
が多かった。そして、居住地から事業所・施設までの距離は、訪問サービスは近かったが、その他
のサービスは比較的遠かった。

⑤営利企業の参入
　営利企業の参入については、制度を概観した上で、その状況を見ていく。
　まず、2003年に選択制が導入された時点では、障害者等の施設を経営する事業の大部分は第1種
社会福祉事業とされ、国・地方自治体・社会福祉法人が経営することが原則とされていた。他方、
在宅サービスを行う事業と一部の施設を経営する事業は第2種社会福祉事業とされ、そのような制
限はなかった。（社会福祉法2条2-3項、60条）

　2006年の障害者自立支援法の施行後も、障害者支援施設を経営する事業は第1種社会福祉事業と
され、障害福祉サービス（施設での入所・通所サービスを除く）を行う事業と一部の施設を経営す
る事業は第2種社会福祉事業とされた（2条2-3項、障自法5条1項、障自法施行規則1条の2）。ただし、2012
年に障害児の施設・通所サービスの体系が変更された際に、障害児入所施設を経営する事業は第1
種社会福祉事業とされたが、障害児通所支援事業は第2種社会福祉事業とされた（社会福祉法2条2-3項）。
現在も、障害者等の施設を経営する事業の大部分は第1種社会福祉事業とされ、営利企業が経営す
ることはできないが、その他の多くの障害福祉サービスは営利企業の参入が可能である（同上）。
　次に、主な在宅サービスの事業所のうち営利法人が経営する事業所の割合は（表10）、訪問サー
ビスは2003年の3割から2017年の7割まで増加した。また、通所・短期入所・共同生活も、2003年
にはほとんどなかったが、2017年には児童発達支援が5割、就労移行支援が3割、その他のサービ
スも1 ～ 2割に増加した。このように、訪問サービスや障害児の通所サービスを中心に、営利企業
の参入が進んでいる。
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⑥サービス利用への影響
　最後に、居住地から事業所・施設までの距離や供給量の不足がサービスの利用にどのような影響
を与えるかについて、実証的な調査・研究を整理する。
　第1に、全国の2012年のデータの分析によると（表9）、各都道府県における居住地から事業所・
施設までの平均距離とサービスを利用している障害者の割合との間には、半分程度のサービスで統
計的に有意な負の関係があった。なお、施設入所支援で統計的に有意な正の関係があったことにつ
いては、居住地から施設までの距離が遠い都道府県では、施設で提供されるサービスを通所により
利用することが困難であるため、入所による利用が多くなると解釈されている（筒井・大夛賀2016：7）。
　第2に、サービスの利用に関する困難について尋ねた各自治体の調査によると（表11）、サービス
の不足を挙げた割合は、身体障害者と精神障害者は1割以下だったが、知的障害者はおおむね1 ～
2割（自治体によっては3 ～ 4割）、障害児は3 ～ 4割であり、通所の不便さを挙げた割合は、身体
障害者と知的障害者は1割以下、精神障害者と障害児は1 ～ 2割だった。また、内閣府の調査によ
ると（表11）、現在のサービスの他に利用したいと思ったサービスを利用しなかった理由として、
サービスの不足を挙げた割合は、身体障害者が1割程度、知的障害者が1 ～ 3割、精神障害者が1
～ 2割だった。

表10　主な在宅サービスの営利事業所の割合 （単位：％）
2003 2004 2005 2006

訪問 居宅介護
身体 34 41 49 49
知的 30 39 49 49
児童 33 42 52 51

通所 デイサービス
身体 3 4 5 7
知的 3 4 4 6
児童 3 4 7 9

短期入所 短期入所
身体 ― 0.3 0.5 0.6
知的 ― 0.1 0.3 0.2
児童 ― 0.1 0.4 0.4

共同生活 地域生活援助 知的 0.0 0.1 0.2 0.4

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

訪問
居宅介護 50 52 54 54 57 63 65 66 67 67 68
重度訪問介護 50 53 55 56 58 64 66 67 68 69 69

通所

生活介護 4 5 6 7 6 7 9 10 11 12 13
就労移行支援 3 4 5 5 6 10 14 18 23 27 31
就労継続支援（Ｂ型） 2 2 2 3 3 5 6 8 10 13 16
児童デイサービス 11 9 11 14 16 ― ― ― ― ― ―
児童発達支援 ― ― ― ― ― 22 26 30 36 44 49

短期入所 短期入所 1 1 1 1 2 3 4 4 5 6 7
共同生活 共同生活援助等 1 1 2 2 2 4 5 6 7 8 10
・出典：厚生労働省施設概況 2003-2017：経営主体別事業所数の構成割合。
・注：「―」は数値なし。
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　このように、居住地から事業所・施設までの距離は半分程度のサービスで利用に影響を与えてお
り、サービスの不足や通所の不便さをサービス利用の困難として挙げる知的障害者や障害児が1 ～
4割いた。

　本節では、障害福祉サービスの計画、財源や、供給量、事業者数、営利企業の参入状況を見た上
で、競争の程度がサービスの利用に与える影響に関する調査・研究を整理してきた。
　法律に基づき策定された国の計画はおおむね9割以上、都道府県の計画はおおむね7割以上（近
年はおおむね9割以上）、目標が達成されてきた。また、障害福祉サービスの費用の2分の1を国が
負担するようになり、国の予算額はおおむね増加してきた。
　しかし、供給量、事業者数、営利企業の参入状況は、サービスによって異なっていた。まず、在
宅サービスは、営利企業の参入が進み、供給量や事業所数が増加してきた。特に訪問サービスは、
営利企業の参入が多く、選択制が導入された直後から市区町村当たり平均2以上の事業所が存在し、
居住地から事業所までの距離も近かった。しかし、他の在宅サービスの事業所数は市区町村当たり
平均2未満であることも多く、居住地から事業所までの距離も比較的遠く、小規模な市町村では主
なサービスが実施されていないことも多かった。また、施設サービスは、営利企業の参入が制限さ
れ、供給量は必ずしも増加せず、在所率は9割以上であることも多かった（ただし、在所率が9割
未満の障害児施設の数は都道府県平均で2以上のことが多かった）。そして、サービスの不足や通
所の不便さをサービス利用の困難として挙げる知的障害者や障害児が1 ～ 4割いた。
　以上のように、訪問サービスでは事業者間の競争が存在してきたが、その他のサービスは供給量
や事業者数が少なく、競争が不足していることが多かった。

（2）情報
　利用者が供給者をうまく選択し、それが質の向上をもたらすためには、利用者が質に関する情報
を持ち、質を重視して選択しなければならない。障害者福祉の選択制を提言した審議会の報告も、
利用者の選択を担保し、サービス内容の向上などの効果を実現するためには、サービス内容に関す
る情報が利用者に提供され、第三者によるサービスの質の評価が実施されるようにする必要がある
と述べた（三審議会1999）。本節では、情報提供と評価の制度を概観した上で、これらの制度の実施
状況と情報の利用状況に関する調査結果を整理する。

①制度

（a）情報提供
　障害者福祉の選択制を提言した審議会の報告は、障害者が自ら福祉サービスを選択することができ
るようにするため、行政が区域内の事業者などに関する情報提供を行い、サービス提供者がサービス
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の内容に関する地域住民への情報提供やサービスを利用しようとする者への説明を行う必要があると
述べた（三審議会1999）。以下では、一般への情報提供と利用申込者への説明の制度を見ていく。
　第1に、一般への情報提供については、まず、2000年施行の社会福祉法において、社会福祉事業
の経営者は、福祉サービスの利用希望者が適切・円滑にサービスを利用できるように、事業に関し
情報の提供を行うよう努めなければならないことや、国・地方自治体は、福祉サービスの利用希望
者が必要な情報を容易に得られるように、必要な措置を講ずるよう努めなければならないことが規
定された（75条）。また、2003年の選択制の導入に伴い、市町村は、身体・知的障害者の福祉や障害
児の居宅支援に関し、必要な情報の提供を行わなければならないことが定められた（身障法9条3項2
号、知障法9条3項2号、児福法21条の24第1項）（1）。さらに、2006年施行の障害者自立支援法では、市町
村は、障害者等の福祉に関し、必要な情報の提供を行う責務を有することが定められた（2条1項2号）。
そして、2018年施行の障害者総合支援法・児童福祉法の改正により、障害福祉サービスの情報公表
制度が導入され、事業者は、障害福祉サービスの提供を開始しようとするときなどは、サービスの
内容や事業者の運営状況に関する情報を都道府県知事に報告し、都道府県知事は報告の内容を公表
しなければならないことが規定された（障総法76条の3、児福法33条の18）。
　第2に、利用申込者への説明については、まず、2000年施行の社会福祉法において、社会福祉事
業の経営者は、サービスの利用を希望する者からの申込みがあった場合には、契約の内容やその履
行に関する事項について説明するよう努めなければならないことが定められた（76条）。そして、
2003年の選択制の導入に伴い、厚生労働省令において、事業者は、障害者・保護者がサービス利用
の申込みを行ったときは、上記の規定による説明を行わなければならないことが定められた（身障
法に基づく指定居宅支援事業者等の人員、設備及び運営に関する基準8条など）。なお、2006年4月の障害者自
立支援法の施行に伴い、別の省令で同様のことが定められ（障自法に基づく指定障害福祉サービスの事業
の人員、設備及び運営に関する基準等に関する省令16条）、2006年10月からは、これに代わる省令において、
事業者は、障害者がサービスの利用の申込みを行ったときは、サービスの選択に資すると認められ
る重要事項（運営規程の概要、従業者の勤務体制など）を記した文書を交付して説明を行わなけれ
ばならないことが定められた（障自法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基
準9条など）。
　以上のように、一般への情報提供については、事業者や国・地方自治体の努力義務、市町村の義
務・責務、障害福祉サービスの情報公表制度が定められ、また、利用申込者に対する事業者からの
説明義務も規定されている。

（ｂ）評価
　評価については、自己評価と第三者評価の制度を見ていく。
　第1に、自己評価については、まず、2000年施行の社会福祉法において、社会福祉事業の経営者
は、自らサービスの質の評価を行うことなどにより、良質・適切なサービスを提供するよう努めな
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ければならないことが規定された（78条1項）。また、2000年には、厚生省が、障害者等の入所・通
所施設のサービスの自己評価・第三者評価の基準を作成した（厚生省2000）。そして、2003年の選択
制の導入に伴い、厚生労働省令において、事業者はサービスの質の評価を行わなければならないこ
とが規定され（身障法に基づく指定居宅支援事業者等の人員、設備及び運営に関する基準22条2項など）、現在も
同様の規定が続いている（障総法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準24
条など）。また、2006年には、障害者自立支援法において、事業者は、サービスの質の評価を行うこ
となどにより、サービスの質の向上に努めなければならないことが規定された（42条2項）。
　第2に、第三者評価については、これを義務づける法令の規定は見られないが、厚生労働省が福
祉サービス全般の第三者評価に関する指針を2001年と2004年に地方自治体へ発出し（2014年に全部
改正）、評価基準や推進体制などを技術的助言として示した（厚生労働省2001、同2004b、同2014）。なお、
上述のとおり、2000年には厚生省が障害者等の入所・通所施設のサービスの自己評価・第三者評価
の基準を作成した。
　以上のように、自己評価については事業者の義務が定められ、第三者評価については厚生労働省
の指針や基準が示されている。

②実施状況
　情報提供と評価の実施状況については、一般への情報提供、事業者から利用申込者への説明、第
三者評価の順に見ていく。なお、自己評価の実施状況に関する調査・研究は見られなかった。
　第1に、一般への情報提供については、まず、独立行政法人福祉医療機構のウェブサイトで、障
害福祉サービス事業所に関して、都道府県等から提供された情報が2018年9月末まで公表されてい
た。このサイトでは、サービス提供地域などから事業所を検索し、各事業所のサービス内容、営業
日・時間、従業者数（専従・兼務、常勤・非常勤）などを閲覧することができた（福祉医療機構2018a）。
また、2018年9月末からは、障害福祉サービスの情報公表制度に基づき、以前と同様の情報に加え
て、従事者の経験年数、従事者1人当たり利用者数などの詳細な情報も閲覧することができるよう
になった（福祉医療機構2018b）。
　次に、東京都の市区町村の障害福祉主管課への2006年の調査（回収62）によると、事業者の情報
を提供する仕組みがあったのは52市町村だった（8村のうち7村と2市1町にはなかった）。具体的
な仕組みは（複数回答）、国・東京都の事業者情報の提供システムの活用（34）、支給決定の通知を
送付する際に事業者の名簿を同封（23）、施設の入所調整（15）などだった。（東京都社会福祉協議会
2007：1, 8, 62-4）

　第2に、事業者からの説明については、名古屋市の利用者（計431、身体障害者193、知的障害者
144、障害児58など）への2003年10月の調査によると、事業者から重要事項について十分な説明を
受けたという回答は65％、説明は受けたがあまり理解できなかったは24％、説明がなかったは4％
などだった。（名古屋市2004：1, 4, 7）
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　第3に、第三者評価の2017年度までの受審率は（表12）、障害者支援施設は5割、障害児入所施設
は2 ～ 3割だったが、他は1割以下だった。
　以上のように、独立行政法人のサイトで事業所のサービス内容などが公表されており、東京都の
市区町村の多くは事業者の情報を提供し、名古屋市の利用者の3分の2は重要事項について事業者
から十分な説明を受けた。他方、自己評価の実施状況は不明であり、第三者評価の受審率は入所施
設で2 ～ 5割、他は1割以下だった。

③情報の利用状況
　情報の利用状況については、主な情報源、情報収集に関する困難、情報量の評価、サービスの認
知、説明への納得に関する調査結果を整理する。
　第1に、サービスに関する情報源についての各自治体の調査によると（表13）、上位に挙げられた
のは、身体障害者は行政の広報誌・冊子・窓口、知的障害者はそれらに加えて家族・親族や友人・
知人、精神障害者は医療機関、障害児は家族・親族や友人・知人、教育機関などだった。なお、イ
ンターネットが上位に挙げられることは少なく、利用割合は3割以下だった。
　第2に、情報収集で困ることに関する各自治体等の調査によると（表14）、困ることがないという
回答は3 ～ 4割だった。困ることとして多く挙げられたのは、情報の収集方法や内容の分かりにく
さ（どこで・どのように情報を得るか分からないがおおむね3 ～ 4割、情報の内容が分かりにくい
が2 ～ 4割）だった。他方、説明の仕方や情報の量・質に関する困難は1 ～ 2割だった。
　第3に、情報が十分かどうかに関する各自治体の調査結果は（表15）、十分（満足）という回答が
多いもの（堺市）、十分と不十分が同程度のもの（四街道市）、不十分という回答が多いもの（久留米
市）に分かれた。

表12　主な在宅サービス事業所・施設の第三者評価の受審率（2017年度）
総数 受審数 受審率（％）

訪問 居宅介護 23,074 18 0.1
通所 生活介護 7,275 931 13

就労移行支援 3,471 127 4
就労継続支援（Ｂ型） 11,041 1,092 10
児童発達支援 4,984 35 0.7

共同生活 共同生活援助 7,590 238 3
施設 障害者支援施設 2,549 1,187 47

児童発達支援センター（福祉型） 528 63 12
障害児入所施設（福祉型） 263 85 32
同　　　　　　（医療型） 212 48 23

・出典：全国社会福祉協議会2018。
・注：総数は2017年10月時点、受審数は2017年度までの累計。
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自治体 調査年 情報源・割合 Ｎ 出典
第１位 第２位 第３位 年 頁

〈身体障害者〉
仙台市 2016 行政窓口 33 行政冊子 33 インターネット 22 322 2017 36

神戸市
2005 行政広報 49 行政窓口 27 新聞・雑誌 22 1,354 2006 79
2010 行政広報・冊子 43 行政窓口 31 新聞・雑誌 22 795 2015 167
2015 行政広報・冊子 43 行政窓口 29 家族親族・友人知人 19 2,468 2015 167

北九州市 2016 行政 37 メディア 34 家族親族・友人知人 30 1,284 2017 174
川越市 2016 行政広報 58 家族親族・友人知人 20 行政冊子 18 1,010 2017 29
国分寺市 2017 行政広報 46 行政窓口 39 行政冊子 17 1,166 2017 165-6

武蔵野市 2008 行政広報 68 行政窓口 24 医療機関 18 1,784 2008 31
2013 行政窓口 40 行政広報 36 相談事業者 22 1,637 2014 63

相模原市 2017 行政広報 34 家族親族・友人知人 24 行政冊子 16 408 2017 74
茅ヶ崎市 2017 行政広報・冊子 61 家族親族・友人知人 26 メディア 24 268 2017 39-40
長野市 2017 医療機関 31 行政窓口 30 メディア 28 394 2017 61
富士市 2016 行政広報 42 新聞・TVラジオ 25 家族親族 21 400 2017 36
犬山市 2016 行政広報 48 TVラジオ 30 図書・新聞・雑誌 26 1,538 2017 84
四日市市 2017 行政広報・冊子 21 行政窓口 15 医療機関 12 499 2018 62
葛飾区 2016 行政広報 34 相談事業者 17 福祉事業者・医療機関 11 987 2016 53
北区 2013 行政広報 60 家族親族 12 医療機関 12 1,001 2014 12
杉並区 2016 行政広報・冊子 33 行政窓口・相談センター 32 医療機関 27 1,371 2017 80
世田谷区 2016 行政冊子 47 行政広報 45 家族親族・友人知人 22 859 2017 106

中央区
2007 行政広報 65 新聞・TVラジオ 16 家族親族・友人知人 10 1,336 2008 93
2010 行政広報 64 新聞・TVラジオ 13 行政窓口 9 1,349 2011 127
2014 行政広報 45 新聞・TVラジオ 12 行政窓口 9 995 2014 80

文京区 2013 行政冊子 66 行政広報 40 新聞・TVラジオ 14 1,101 2014 50
福岡県 2014 行政広報・窓口 49 新聞・TVラジオ 33 福祉事業者 9 1,162 2015 65
〈知的障害者〉
仙台市 2016 当事者団体 72 友人知人 46 行政窓口 34 283 2017 169

神戸市
2005 行政広報 39 家族親族・友人知人 33 行政窓口 33 869 2006 159
2010 行政広報・冊子 33 行政窓口 28 家族親族・友人知人 28 792 2015 168
2015 家族親族・友人知人 34 行政窓口 33 行政広報・冊子 30 533 2015 168

北九州市 2016 家族親族・友人知人 38 福祉事業者 33 メディア 22 543 2017 174
川越市 2016 行政広報 40 家族親族・友人知人 36 福祉事業者・当事者団体 24 187 2017 84
国分寺市 2017 行政窓口 37 行政広報 27 相談センター 27 310 2017 165-6

武蔵野市 2008 行政広報 67 福祉事業者 31 行政窓口 23 358 2008 31
2013 行政窓口 47 行政広報 37 福祉事業者 22 484 2014 63

相模原市 2017 家族親族・友人知人 41 福祉・相談事業者 31 行政広報 22 372 2017 74
茅ヶ崎市 2017 福祉事業者 30 家族親族・友人知人 28 相談事業者 16 97 2017 39-40

長野市 2017 家族親族 31 ― ― 福祉事業者・教育機関 27 64 2017 61相談センター 31

富士市 2016 教育機関 25 家族親族 22 ― ― 88 2017 36相談事業者 22
犬山市 2016 行政広報 38 家族親族・友人知人 30 行政窓口 24 234 2017 84
四日市市 2017 相談事業者 30 家族親族・友人知人 20 行政窓口 16 244 2018 62

葛飾区 2016 友人知人 22 行政広報 20 相談事業者 18 215 2016 127福祉事業者・医療機関 18
北区 2013 行政広報 45 福祉事業者 24 家族親族 22 326 2014 12
杉並区 2016 行政広報・冊子 47 行政窓口・相談センター 41 インターネット 25 201 2017 177
世田谷区 2016 行政冊子 53 行政広報 46 家族親族・友人知人 45 262 2017 106

中央区
2007 行政広報 52 当事者団体 27 相談センター 25 185 2008 150
2010 行政広報 60 当事者団体 26 相談センター 23 155 2011 216
2014 行政広報 40 相談センター 26 当事者団体 20 197 2014 130

文京区 2013 行政冊子 60 行政広報 41 家族親族・友人知人 34 474 2014 107
福岡県 2014 行政広報・窓口 32 福祉事業者 27 新聞・TVラジオ 14 466 2015 128

表13　サービスに関する主な情報源 （単位：％）
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　第4に、サービスをどのくらい知っているかについては、多摩市の2008年の調査によると（有効
回収1,615、うち身体障害者1,092、知的障害者289、精神障害者213など）、障害者自立支援法の福祉
サービスの名称も内容も知っているという回答は14％、名称のみ知っているというものは37％、知
らないは42％だった。（多摩市2009：19）

　第5に、説明にどのくらい納得したかについては、台東区の2013・16年の調査によると（集計は
2013年は身体障害者85、知的障害者101、精神障害者40、2016年はそれぞれ84、60、33）、契約内容
や重要事項の説明を聞いて納得してから事業者と契約したかを尋ねたところ、十分納得したという
回答は2 ～ 3割、ほぼ納得したは4 ～ 6割（両者の合計は7 ～ 9割）であり、あまり納得しなかっ
た・納得しなかったという回答の合計は1割以下（残りは無回答）だった。（台東区2013：42、同2016：45）

自治体 調査年 情報源・割合 Ｎ 出典
第１位 第２位 第３位 年 頁

〈精神障害者〉
仙台市 2016 医療機関 39 行政窓口 36 行政冊子 20 318 2017 275

神戸市
2005 医療機関 38 行政窓口 33 行政広報 30 929 2006 215
2010 医療機関 41 行政窓口 32 行政広報・冊子 30 794 2015 169
2015 医療機関 35 行政広報・冊子 27 行政窓口 24 514 2015 169

北九州市 2016 メディア 30 行政 30 医療機関 30 735 2017 174
川越市 2016 行政広報 45 医療機関 25 行政冊子 16 223 2017 127
国分寺市 2017 行政窓口 38 行政広報 34 相談センター 20 182 2017 165-6

武蔵野市 2008 医療機関 39 行政広報 37 行政窓口 27 130 2008 31
2013 行政窓口 47 行政広報 30 医療機関 25 426 2014 63

相模原市 2017 行政広報 23 家族親族・友人知人 21 相談・福祉事業者 18 355 2017 74
茅ヶ崎市 2017 行政広報・冊子 37 医療機関 25 家族親族・友人知人 20 95 2017 39-40
長野市 2017 医療機関 44 行政窓口 33 家族親族 22 94 2017 61
富士市 2016 医療機関 44 インターネット 28 家族親族 24 50 2017 36
犬山市 2016 医療機関 37 行政広報 34 行政窓口 21 260 2017 84
四日市市 2017 医療機関 22 相談事業者 16 行政広報・冊子 10 115 2018 62
北区 2013 行政広報 44 医療機関 26 行政窓口 25 281 2014 12
杉並区 2016 行政窓口・相談センター 38 医療機関 36 インターネット 31 247 2017 313
世田谷区 2016 福祉事業者 31 行政広報 27 行政冊子 26 140 2017 106

中央区
2007 行政広報 46 相談センター 31 行政窓口 15 117 2008 213
2010 行政広報 43 相談センター 26 行政窓口 15 150 2011 293
2014 行政広報 36 相談センター 15 行政 HP 11 427 2014 185

文京区 2013 行政冊子 38 行政広報 30 家族親族・友人知人 17 407 2014 150
〈障害児〉
仙台市 2016 友人知人 62 行政窓口 32 当事者団体 31 274 2017 218
北九州市 2016 家族親族・友人知人 59 行政 25 インターネット 19 237 2017 174
福岡県 2014 行政広報・窓口 49 福祉事業者 22 友人知人 18 452 2015 182
〈身体障害児〉
長野市 2017 教育機関・福祉事業者 54 友人知人 49 医療機関 40 78 2017 186
四日市市 2017 家族親族・友人知人 41 教育機関 31 相談事業者 24 94 2018 126
〈知的障害児〉
長野市 2017 教育機関・福祉事業者 69 友人知人 45 医療機関 37 176 2017 186
四日市市 2017 家族親族・友人知人 49 教育機関 38 相談事業者 35 215 2018 126
・注：すべて複数回答（福岡県は２つまで、他は制限なし）。選択肢が細かく分かれている場合（例えば、市の窓口と県の窓口）
は、回答が多いものの数値を記載した。
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表14　情報収集に関する困難 （単位：％）

表15　情報量の評価 （単位：％）

自治体等 川崎市 相模原市
調査年 2017 2013 年度 2017
種別 身体 知的 精神 身体 知的 精神 身体 知的 精神

なし ― ― ―

困難

過程 どこで情報を得るか不明 37 41 47 29 34 46 31 34 39
窓口が少ない・近くにない 19 23 24 14 16 25 15 12 19

内容
説明書がわかりにくい 10 12 13 10 13 21 9 15 13
わかりやすい説明がない 8 11 14 8 10 13 5 11 13
障害に応じた説明書・説明がない 12 13 17 10 12 19 11 11 16
制度・サービスがわかりにくい 30 38 35 28 31 38 28 32 27

その他 6 6 8 6 4 8 8 7 10
無回答 34 30 23 43 38 25 34 33 26

Ｎ 1,476 702 808 399 321 424 408 372 355
出典等 ① ②

自治体等 大田区 文京区 ウェブ
調査年 2016 2013 2007
種別 身体 知的 精神 身体 知的 精神 全体

なし 36 29 28 38 27 30 31

困難

過程

どこで・どのように調べればよいか不明 33 33 44 22 26 34 34
何を調べればよいか不明 ― ― ― ― ― ― 40
インターネットを利用できない 14,16 14,15 16,13 23 30 28 ―
点字・音声等による情報が少ない 2 1 1 3 1 ― ―
情報収集の介助者がいない ― ― ― 7 5 7 ―

内容
情報の量が不十分 ― ― ― ― ― ― 17
情報の質が不十分 ― ― ― ― ― ― 12
情報の内容が難しい 15 29 26 ― 36 18 ―

その他 4 4 4 3 4 6 1
無回答 10 13 6 21 16 10 ―

Ｎ 1,312 365 387 1,101 474 407 818 
出典等 ③ ④ ⑤

・出典：①川崎市 2017：197、②相模原市 2017：76、③大田区 2017：107、④文京区 2014：50, 108, 151、⑤前田
2017a：35、同 2017b：62。

・注：すべて複数回答。「―」は選択肢になし。①在宅系の福祉サービスの情報。③「インターネットを利用できない」
の数値はそれぞれ「パソコンなどの使い方がわからないため」「パソコンなどを持っていないため」のもの。

自治体 堺市
調査年 2010
　設問 サービスの情報は十分に得られたか
　種別 身体 知的 精神

肯定 強 たいへん満足 9 9 13
弱 やや満足 22 20 28

中間 どちらともいえない 27 30 19
否定 弱 やや不満 5 10 5

強 たいへん不満 4 6 3
その他 無回答 34 25 31

Ｎ 176 214 149
出典 年 2011

頁 102

自治体 四街道市 久留米市
調査年 2011 2006
設問 福祉に関する情報が十分得られているか 福祉に関する情報を十分に入手できているか
種別 身体 知的 精神 身体 知的 精神

肯定 強 十分 11 8 11 十分 3 2 2
弱 どちらかといえば十分 33 32 28 どちらかといえば十分 5 3 3

中間 ― ― 普通 29 22 18
否定 弱 あまり十分でない 31 34 30 どちらかといえば不十分 22 22 24

強 不十分 7 10 13 不十分 16 18 26
その他 わからない、不明・無回答 19 16 18 わからない、無回答 25 34 27

Ｎ 891 181 154 1,890 306 237 
出典 年 2011 2006

頁 60 67 146 219



21　

　以上のように、サービスに関する情報源としては、行政の広報誌・窓口・冊子、家族・親族や友
人・知人、医療・教育機関が比較的多く利用されていた。情報収集で困ることがないという回答は
3 ～ 4割であり、情報の収集方法や内容が分かりにくいという回答がそれぞれ2 ～ 4割あった。ま
た、サービスの名称も内容も知っているという回答は1割にとどまり、名称のみ知っている、知ら
ないという回答がそれぞれ4割だった。なお、情報が十分かどうかについては、3つの自治体の調
査結果は分かれていた。他方で、説明に十分・ほぼ納得してから契約したという回答が7 ～ 9割
だった。このように、利用者の多くは情報収集で困ることがあり、サービスの内容までは知らない
が、説明に納得した上で契約していた。

　本節では、情報提供・評価の制度とその実施状況を見た上で、情報の利用に関する調査結果を整
理してきた。一般への情報提供、利用申込者への説明、自己評価、第三者評価の制度が定められて
おり、独立行政法人のサイトや市町村による情報提供、事業者からの説明はおおむね行われていた
が、自己評価の実施状況は不明であり、第三者評価の受審率はおおむね低かった。情報源として行
政を利用する割合は比較的大きかったが、インターネットの利用は3割以下だった。そして、利用
者の多くは情報収集で困ることがあり、サービスの内容までは知らなかったが、契約内容や重要事
項の説明に納得してから事業者と契約していた。なお、情報が十分かどうかについては調査結果が
分かれていた。また、利用者が質を重視して選択しているかどうかに関する実証的な調査・研究は
見られなかった。
　以上のように、情報の評価に関する利用者への調査は少なく、その結果は一貫しないこともある
が、利用者の多くがサービスの内容を知らなかったことを重視すれば、利用者は質に関する情報を
持って選択しているとはいえない。

注
（1） 身体・知的障害者に関する規定は現在も残っているが（身障法9条5項2号、知障法9条5項2号）、障害児に
ついては、2005年施行の法改正で同趣旨の規定が別の条項で追加され（児福法10条1項2号）、元の規定は
2006年施行の法改正で削除された。
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